
別添独立行政法人等１Ｂ

法令 手続

種別 年号 年 番号 条 項 号 附則 類型
該当の
有無

該当
件数

内容

1 機構から会員への資料の要求 銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律 1 4 13 131 37 1 - - 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
2 機構の財務諸表等の一般への閲覧 銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律 1 4 13 131 47 3 - - 5 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
3 日本公認会計士協会に対する官公署からの諮問 公認会計士法 1 3 23 103 46の9 6 実施方策検討 実施方策提示 0

4
金融機関への資料の提出の請求等 預金保険法

1 3 46 34 37 1 3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

5
破綻金融機関の取締役等への報告の徴求・閲覧 預金保険法

1 3 46 34 37 3 3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

6
機構から日本銀行に対する資料の交付・閲覧要請 預金保険法

1 3 46 34 37 4 3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

7
機構から国、都道府県に対する資料の交付・閲覧要請
(当局以外の不特定先）

預金保険法
1 3 46 34 37 4 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

8
財務諸表等の公告・閲覧 預金保険法

1 3 46 34 40 3 5
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

9
内閣総理大臣及び財務大臣からの機構に対する報告
要請

預金保険法
1 3 46 34 46 1 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

10
保険料率の公告 預金保険法

1 3 46 34 51 5 5
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

11 免許取消等の認可等に係る機構への通知 預金保険法 1 3 46 34 55 2 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管

12
預金等に係る債権額の把握のための資料の提出の請
求等

預金保険法
1 3 46 34 55の2 2 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

13 合併等の適格性の認定の通知 預金保険法 1 3 46 34 61 6 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管

14
内閣総理大臣のあっせんによる合併等の適格性の認
定の通知

預金保険法（準用）
1 3 46 34 62 4 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

15 内閣総理大臣からの協力要請 預金保険法 1 3 46 34 62 6 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管

16
財務内容の健全性の確保のための方策を定めた計画
の履行状況の報告徴求、公表

預金保険法
1 3 46 34 64の2 4 5

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

17
財務内容の健全性の確保のための方策を定めた計画
の履行状況の報告徴求、公表

預金保険法(準用)
1 3 46 34 64の2 5 5

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

18
承継銀行への指導及び助言 預金保険法

1 3 46 34 94 3 4
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

19
承継協定の実施等の報告の提出 預金保険法

1 3 46 34 100 3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

20
再承継についての適格性の認定を行った旨の機構へ
の通知

預金保険法（準用）
1 3 46 34 101 5 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

21 再承継のあっせんを行った旨の機構への通知 預金保険法（準用） 1 3 46 34 101 7 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管

22
再承継のあっせんに係る内閣総理大臣からの協力要
請

預金保険法（準用）
1 3 46 34 101 7 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

23
財務内容の健全性の確保のための方策を定めた計画
の履行状況の報告徴求、公表

預金保険法（準用）
1 3 46 34 101 7 5

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

24 第1号措置の申込み期間の通知 預金保険法 1 3 46 34 102 5 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管
25 第1号措置に係る認定の取消しの通知 預金保険法(準用) 1 3 46 34 103 2 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管

26
計画不適当による第1号措置に係る認定の取消しの
通知

預金保険法(準用)
1 3 46 34 104 3 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

27
計画を提出しないことによる第1号措置に係る認定
の取消しの通知

預金保険法
1 3 46 34 104 7 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

28
計画不適当による第1号措置に係る認定の取消しの
通知

預金保険法
1 3 46 34 104 7 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

29 第2号措置に係る認定の通知 預金保険法(準用) 1 3 46 34 104 9 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管
30 第1号措置を行う決定をした旨の通知 預金保険法 1 3 46 34 105 7 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管
31 第1号措置認定の取消しの通知 預金保険法(準用) 1 3 46 34 105 9 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管
32 第2号措置認定の取消しの通知 預金保険法(準用) 1 3 46 34 105 9 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管

33
資本の減少についての株主総会の決議を得られな
かったことによる第1号措置の認定及びそれを行う
べきとの決定の取消しの通知

預金保険法(準用)
1 3 46 34 106 5 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

34
第1号措置に係る認定の取消しによる第2号措置に
係る認定の通知

預金保険法(準用)
1 3 46 34 106 5 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

35
資本減少について株主総会の決議を得られなかった
ときの第1号措置を行うべき旨の決定の取消しの通
知

預金保険法(準用)
1 3 46 34 106 5 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

36 特別危機管理開始決定の通知 預金保険法 1 3 46 34 111 2 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管

37
特別危機管理銀行の取締役又は監査役の選任 預金保険法

1 3 46 34 114 1 3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

38
特別危機管理銀行の取締役又は監査役の解任 預金保険法

1 3 46 34 114 2 3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

39
特別危機管理銀行に係る適格性の認定を行った旨の
機構への通知

預金保険法(準用)
1 3 46 34 118 2 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

独立行政法人等が扱う申請･届出等以外の手続のオンライン化実施計画

整理
番号

手続名 根拠法令名
法令番号 根拠条項

１４年度 １５年度
手続の見直し

備考

 （該当あり：１、該当なし：０）
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40
内閣総理大臣からのあっせんによる特別危機管理銀
行の合併の適格性の認定の通知

預金保険法(準用)
1 3 46 34 122 2 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

41 負担率等について意見陳述、報告又は資料の提出 預金保険法 1 3 46 34 123 4 6 実施方策検討 実施方策提示 0 財務省と共管

42
負担率等の変更について意見陳述、報告及び資料の
提出

預金保険法(準用)
1 3 46 34 124 3 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

43
資産の買取の委託等に関する条件の提示 預金保険法附則

1 3 46 34 10 2 1 3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

44
国等への協定銀行に係る業務のため照会又は協力を
求めること

預金保険法附則
1 3 46 34 13 1 6

実施方策検討 実施方策提示
0

財務省と共管

45
協定銀行に係る業務のため協定銀行から協定の実施
等に関し報告徴求

預金保険法附則
1 3 46 34 14 1 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

46
機構から官庁、公共団体その他の者に対する照会、協
力要請

特定住宅金融専門会社の債権債務の処理の促
進等に関する特別措置法 1 4 8 93 15 1 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

47
債権処理会社に対し業務等に関する報告又は資料の
提出徴求

住専法
1 4 8 93 16 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

48
資産の買取りの条件の提示 金融再生法

1 4 10 132 55 2 5
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

49
金融機能健全化業務に係る協定の実施等の報告 金融早期健全化法

1 4 10 143 14 3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

50
金融機関への資料の提出の請求等（預金保険法第
37条第1項の準用）

金融早期健全化法（準用）
1 4 10 143 19 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

51
預金保険機構による預金者表の縦覧 更生特例法

1 4 8 95 167 2 5
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

52
機構の機構代理債権の異議に係る機構代理預金者に
対する通知

更生特例法
1 4 8 95 175 1 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

53
機構の機構代理預金者のための議決権行使に係る機
構代理預金者に対する通知及び公告

更生特例法
1 4 8 95 176 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

54
預金保険機構による預金者表の預金者等に対する縦
覧

更生特例法
1 4 8 95 178の11 2 5

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

55
機構の機構代理債権の異議に係る機構代理預金者に
対する通知

更生特例法
1 4 8 95 178の19 2 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

56
再生計画案の決議に関し、機構の機構代理預金者の
ための議決権行使に係る事項の機構代理預金者に対
する通知及び公告

更生特例法
1 4 8 95 178の22 1 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

57
再生計画案の書面による決議に関し、機構の機構代
理預金者のための議決権行使に係る事項の機構代理
預金者に対する通知及び公告

更生特例法
1 4 8 95 178の22 2 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

58
再生債務者等の申立てに係る簡易再生等の決定の同
意を行う場合の機構による代理預金者に対する通知及
び公告

更生特例法
1 4 8 95 178の22 3 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

59
預金保険機構による預金者表の預金者等に対する縦
覧

更生特例法
1 4 8 95 184 2 5

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

60
機構代理債権について異議があったときの機構の機構
代理預金者に対する通知

更生特例法
1 4 8 95 192 1 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

61
強制和議のための債権者集会における議決権行使に
係る事項に係る機構から当該機構代理預金者に対す
る通知及び公告

更生特例法
1 4 8 95 193 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

62
特定協定銀行が特定整理回収協定の定めによる業務
を行う場合の機構から官庁、公共団体その他の者に対
する照会、協力要請

金融機能再生緊急措置法
1 4 132

58(預保
附13条)

3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

63
特定協定銀行が特定整理回収協定の定めによる業務
を行う場合の機構の協定銀行に対する協定の実施等
に関する報告要請

金融機能再生緊急措置法
1 4 132

58(預保
附14条)

3
実施方策検討 実施方策検討

0
財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

64
取得株式等である株式の発行に係る銀行が協定銀行
の子会社になったときの協定銀行に対する指導・助言

金融機能の早期健全化のための緊急措置に関
する法律 1 4 143 10 2 4 4

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

65
金融機能早期健全化業務の実施に係る協定銀行に対
する報告要請

金融機能の早期健全化のための緊急措置に関
する法律 1 4 143 14 3

実施方策検討 実施方策検討
0

財務省と共管、具体的方法につい
て検討が必要

66 審問の通知（外務員登録拒否） 証券取引法 1 3 23 25 64の2 2 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
67 外務員の登録取消、職務停止命令 証券取引法 1 3 23 25 64の5 1 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
68 聴聞（外務員の登録取消、職務停止命令） 証券取引法 1 3 23 25 64の5 2 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
69 処分の通知（外務員の登録取消、職務停止命令） 証券取引法 1 3 23 25 64の5 2 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
70 審問の通知（外務員登録拒否） 証券取引法 1 3 23 25 65の2 5 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
71 外務員の登録取消、職務停止命令 証券取引法 1 3 23 25 65の2 5 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
72 聴聞（外務員の登録取消、職務停止命令） 証券取引法 1 3 23 25 65の2 5 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
73 処分の通知（外務員の登録取消、職務停止命令） 証券取引法 1 3 23 25 65の2 5 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
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別添独立行政法人等１Ｂ

法令 手続

種別 年号 年 番号 条 項 号 附則 類型
該当の
有無

該当
件数

内容

独立行政法人等が扱う申請･届出等以外の手続のオンライン化実施計画

整理
番号

手続名 根拠法令名
法令番号 根拠条項

１４年度 １５年度
手続の見直し

備考

 （該当あり：１、該当なし：０）

74 審問の通知（外務員登録拒否） 外国証券業者に関する法律 1 3 46 5 32 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
75 外務員の登録取消、職務停止命令 外国証券業者に関する法律 1 3 46 5 32 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
76 聴聞（外務員の登録取消、職務停止命令） 外国証券業者に関する法律 1 3 46 5 32 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要
77 処分の通知（外務員の登録取消、職務停止命令） 外国証券業者に関する法律 1 3 46 5 32 3 実施方策検討 実施方策検討 0 具体的方法について検討が必要

手続数合計 77 0 26
0

26

年度別実施方策
提示数
オンライン化実施方策提示数合
計（計画期間中）
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